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はじめに

○小谷（司会） 本日は，「裁判外

紛争解決手続と不動産鑑定士の役

割」と題してセミナーを開催した

いと思います。裁判外紛争解決手

続（以下ADRと略称する）は今

までにない新しい制度ですから，

私たちの（社）日本不動産鑑定協会

が手続実施者になるべきかを含め

ていろいろな議論のあるところで

すが，これからの不動産鑑定士の

社会的役割として非常に重要なと

ころだと考えています。

本日はADR小委員会の委員と

して，東京を代表して吉村さんに，

近畿を代表して大家さんに，東京

の業務推進委員会を代表して後藤

さんにご出席いただきました。よ

ろしくお願いします。

この度「裁判外紛争解決手続の

利用の促進に関する法律案」が公

表されました。この法律案に先立

ち，国土審議会土地政策分科会不

動産鑑定評価部会の中間とりまと

めにおきまして，今後の不動産鑑

定評価のあり方の「具体の取組」

において，不動産鑑定業界として

の共同でのトラブル処理がうたわ

れております。そこは，「第三者

からの苦情に中立的に対応し，紛

争を迅速的確に処理する態勢を構

築することを検討すべき」であり，

「具体的には，例えば，現在（社）

日本不動産鑑定協会が設置してい

る不動産鑑定相談所を発展させ，

不動産の価格に係る紛争の調停，

あっせん機能を担う，といった取

組が考えられる。」というふうに

将来の不動産鑑定士への役割が期

待されているところです。

一方，司法制度改革においては，

裁判外紛争解決手続が提唱されて

おり，裁判外で紛争を解決する手

続をどのように構築していくかが，

今，私たち専門家に課せられた課

題でもあるわけです。

このような司法制度改革の促進

という時代的背景と，私たち専門

家に期待される社会の要請を踏ま

え，不動産鑑定士として果たすべ

き役割にどう取り組むべきかとい

うことについて，いろいろご意見

をお伺いしたいと思います。

私的自治実現の方策――判決による一
刀両断的解決より円満合意による解決

○大家 不動産鑑定士は，不動産

の価格に関わる専門家であるわけ

ですが，不動産の価格や賃料に関

する紛争の原因が何なのか，さら

に，紛争をバランスよく処理する

方策についての知識や経験なども

かなり高いと言えます。これをも

って，紛争当事者における合理的

な解決を見出す手段に活用するこ

とは，有益なことではないかと考

えます。私有財産制保障の観点か

らも，円満な合意を得られるとい

う目的を達するためには，各専門

分野の立場の人たちは積極的に関

与することが必要ではないかと考

えております。

○小谷 特に地代とか家賃などと

いう特定の当事者間の長期継続的

な契約においては，判決という裁

判所の一刀両断的な解決よりも，

当事者の任意による円満な合意に

よる解決が非常に重要視されてい

るところなのです。売買のように，

一回だけの代金の支払いではなく，

定期的に支払いが継続する契約の

性質上，よき隣人関係を保ってい

くことが望ましく，その前提とし

て私的自治の立場から円満合意に

よる契約の継続が期待され，私た

ち専門家は合意形成に向けて積極

的に手助けしていく制度が望まれ

ていると思うのです。

そこで，そういったニーズに沿

ったものが今回の司法制度改革の

中に取り組まれているのではない

かと考えています。

○吉村 今回，不動産鑑定士だけ

でなく他士業も，専門的な知見を

活用した隣接法律専門職種という

位置づけで，「当事者の合意に基

づいた解決」をキーワードにした

職能型ADRという形になろうか

と思うのですが，裁判と並ぶ新し

い制度を創設していこうという意

図で今回の法律案が立法に至った

のだと理解しています。

２００４年１１月，（社）日本不動産鑑定協会事務局内

に，「不動産鑑定士調停センター」が開設されまし

た。司法制度改革に伴い，専門職業家の知見を活用

した裁判外の紛争処理手続（ADR）の整備が進め

られていることに対応したものです。不動産鑑定士

には，特に「不動産の価格や賃料」に関する紛争に，

その専門的知見を生かし，解決を図る役割が期待さ

れています。不動産鑑定士の社会貢献活動という側

面もあり，今後どう運営していくかが問われていま

す。今回は「裁判外紛争解決手続と不動産鑑定士の

役割」というテーマで，鑑定協会の担当委員会等で

この問題と取り組んでいる不動産鑑定士の皆さんに

ご出席いただき，ADRに関する様々な課題とその

対応策，さらに今後の展開について探ってもらいま

した。
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国民の紛争解決手段の選択肢の
拡大

○小谷 今，吉村さんの言われた

のは，国民にとって魅力のある紛

争解決の手続ということですが，

いままで裁判所に集中していた紛

争解決手段を分散し，国民の紛争

解決手続の選択肢を増やすという

ところも大きな目的にあるのでは

ないかと考えるわけです。

○後藤 最近，ADRが注目され

てきた理由としては，一般経済社

会の高度化・複雑化が一つの大き

な背景にあると思います。これに

伴い，紛争自体も複雑化・多様化

し，裁判所に，複雑化した紛争を

迅速に解決していくために，多大

の負担が掛かるようになった。こ

の状況を解決するために，専門家

の経験を生かして廉価で迅速に紛

争を解決するための新たな仕組み

が，国民から求められている。そ

ういう意味で，近代社会の進歩に

伴って生じた現象で，時代背景を

感じます。

専門的知見の活用

○小谷 紛争解決手続の多様化と

ともに，この法案の目的の中には，

「第三者の専門的知見の活用」と

いうことが言われているわけです

が，これは具体的にはどのような

ことを意味するのでしょうか。

○大家 例えば法律紛争について

は，法的支配を図りつつ解決を目

指すという専門的知見のある弁護

士がその知見を活用し，土地の境

界紛争については，高度な専門性

を有する土地家屋調査士が，工業

所有権の紛争に関しては経済産業

大臣が指定した弁理士で組織する

仲裁機関での代理が認められてお

り，それぞれが独自の専門的知見

を活用し，社会の要請に応えてい

る。さらに，交通事故に関わる紛

争はすでに多くの実績をみるとこ

ろです。

○小谷 士業にはそれぞれの専門

分野の紛争があるわけです。今，

大家さんが言われたような境界紛

争だとか交通事故などもあるわけ

ですが，その紛争の中の一つとし

て不動産の価格紛争が挙げられる

かと考えます。

それから次に，「紛争の実情に

即した迅速な解決」ということが

言われているわけですが，この点

についてはいかがでしょうか。

○大家 紛争といっても様々で，

どの程度のものを紛争というのか

は，少し考えておく必要があろう

かと常日頃思っております。紛争

というイメージは，それぞれであ

り，まさに訴訟中であるとか，提

起前であるとか，訴えをしようか

というものもあるでしょうが，そ

れぞれ異なる目線であるというこ

とにやはり注視すべきです。大雑

把な言い方ですが，ここでいうと

ころの紛争というのは「民事上の

司法解決が求められる個々人の価

値観が対立している状態」がそれ

にあたるのではないか，と考えて

おります。日常業務の中にそれぞ

れ思い浮かべることができますが，

やはり不動産の価格に関する価値

観の対立，つまり紛争，というも

のが多いと思っております。

○小谷 第三に，「紛争解決手続

の幅広い選択」ということがうた

われているわけですが，これは具

体的にはどういうことでしょうか。

つまり，昔の紛争解決の手続とし

ては大家さんの仲立ちがあったり，

それから現代においては，裁判と

か，調停だとか，各種の紛争処理

センター，それから場合によった

ら，有力者の仲立ちなど様々な紛

争解決手段があるわけです。法に

よる適切な解決手続として裁判外

紛争解決処理機関を創設して，紛

争解決の選択肢を拡大するという

ことが言われているわけです。こ

こに専門的な知見を反映するとい

うことになると思うのですが，

「幅広い選択」についてはどのよ

うにお考えになっておられますか。

○大家 私有財産制保障の観点か

らは，その不動産の適正な価値を

制度的に保障されるということは

非常に重要であろうと思います。

裁判外紛争解決手続そのものは，

私的自治の理解の延長上にあるだ

ろうと考えます。

そこで，解決に向けた方策とい

うのは一体どういうことかと言い

ますと，紛争を取り除くとか，価

値観の対立を取り去るのだという

ことですが，そもそも紛争の解決

というのは，どの程度まで収拾さ

せればいいのか，です。対峙する

当事者が対立しない譲歩できるぎ

りぎりのところにあるのでしょう

□大家 通孝（おおや・みちたか）
㈱協同鑑定所代表取締役。不動産鑑定士。
１９４９年９月９日生まれ。７２年関西大学
法学部卒業。７７年競売不動産評価人（現
任）。７９年㈱協同鑑定所（旧㈱大家総合鑑
定）を設立。神戸地方裁判所司法委員，鑑
定委員，調停委員，司法修習生不動産座学
講師。（社）日本不動産鑑定協会理事，（社）
兵庫県不動産鑑定士協会理事。全国競売評
価ネットワーク理事。
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が，これは裁判のように一太刀で

決着するのも一つですが，民事の

調停のようなものもあり，さらに

専門家の機関に委ねることができ

る，選択肢が広がるという意義は

大きいと思います。

○吉村 紛争が起こったときとい

うのは，その当事者というのはい

きなり裁判を起こすわけではない

ですね。可能な限り相対交渉をし

たり，調停を申し立てたりして，

裁判を起こす前に解決することを

目指すはずなんですね。このよう

な行動を考えれば，これまでの調

停という制度のほかに，より迅速

かつ適正なADRという選択肢が

出てくれば，やはり国民の利益の

拡大につながると思います。そこ

で，利用者にとっての使いやすさ

を配慮したADRの設立が目指さ

れるべきだろうと考えます。

○後藤 ADRの特徴は，当事者

が自主的に紛争を解決していく，

それを支援し，促進していくこと

を目的としている点で，従来の訴

訟処理と基本的な違いがあると思

います。調停もある意味では，そ

ういう趣旨があったと思うのです

が，どうしても裁判所の中に設置

されているために，どちらかと言

うと，紛争当事者がお互いに問題

を解決するという姿勢よりも，妥

当な解決案を提示してもらうとい

う姿勢になる。このような受身の

姿勢では自ずから限界がある。従

来とは異なる能動的な姿勢で，紛

争解決を図るための仕組みが用意

された。この点に大きな意義があ

ると考えています。

○小谷 やはり調停にしても，本

訴にしても，裁判所に訴えるとい

うこと自体抵抗があるということ

があり，そこに国民のなじみが薄

れる原因があると思うのです。民

間の裁判外紛争解決手続を設け，

そこで事件を処理していくという

ことが紛争解決機関との障壁を低

くし，国民のより使いやすい制度

へとつながるのではないかと考え

ます。今回の法案の目玉もそうい

うところにあるわけですね。国民

になじみのある専門家による民間

の紛争解決機関を設け，それとと

もに紛争解決の選択肢を増やすと

いうところに非常に大きな意義が

あるのではないかと考えます。

○大家 現実は国民の権利利益の

適切な実現のためには時間のかか

る状況にあり，司法的解決手段に

依拠せざるを得ない中では，ある

程度致し方ない。しかし，紛争解

決にかかる時間がより短い時間で

済むならば，短いことを望むだろ

うし，費用がかかるなら，より安

い方がいいわけです。だから，早

く，安く，適切な手段が望まれま

す。

そこで，現状を見たら，そうと

も言えない場面がやたらと多いの

です。当事者が事案に応じた選択

ができるということが私的自治の

観点からは，やはり望ましい姿で

はないかと思っております。

より合理的な解決手段があると

するなら，紛争当事者は訴訟の手

続を中止してでも，その方策を選

択したいと考えるのが自然です。

紛争解決のための選択肢が広がる

というのは，等しく国民が持つ，

それぞれの権利利益の適切な実現

を可能にする手段が増えることで

はないかと理解しています。

法務大臣による認証制度

○小谷 法案によりますと，「法

務大臣による認証制度」というこ

とが言われているわけですが，こ

れには認証の基準，それからまた

認証の効果などがあります。認証

の基準というのはどういうもので

しょうか。

○大家 専門的な知見を有するこ

とであるとか，和解の仲介をする

のにふさわしい者を手続実施者と

して選任できることであるとか，

さらに手続の公正を担保できるこ

となどがそれぞれに適合している

のみならず，知識や能力，経理的

な基礎を持つということがその基

本にあろうと思います。

○小谷 認証された場合の効果に

はどういったものがうたわれてい

るのでしょうか。

○吉村 二つありますね。一つ目

が「時効の中断」，二つ目が「調

停前置の特則」ということで，調

停前置を要しないこと，これらが

法律上の効果として認証制度で位

置づけられているということが特

徴かと思います。

○小谷 それからさらに執行力の

付与ということも言われていたの

ですが，これについては，国民の

権利を直接的に制限する強制執行

へと繋がるので，私有財産制の保

障，公正な手続の保障といった観

点などから，今回は見送られたよ

うですね。

そのほかの効果として，契約で

定めるところにより認証紛争解決

手続の業務を行うことに関し報酬

を受けとることができるというこ

ともあるわけですね。

国等の責務

それからこの制度の支援のため

に，「国等の責務」というのもう

たわれているわけなんですけれど

も，これは具体的にはどういうこ

とになるわけでしょうかね。

○大家 裁判外紛争解決手続とい

う新たな流れは社会の要請であり

ますが，私的自治にまさるものは

ないからこそ，専門家の知見が求
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められているわけであって，司法

的解決と相互補完的に発展できる

ようにしていくことが国の責務だ

ろうと思っております。そのため

に何をするかというと，今後とも

各方面でより一層の裁判外紛争解

決手続機関が立ち上がることが予

想されますが，その中において，

その実施者としてのトレーニング

を含めた情報交換等ができるよう

な場をつくる，そういうことが不

可欠ではないかと。しかも，国が

そういうことに積極的に関与して

いくことが望まれるのではないか

と思います。

ADRに対する（社）日本不動産
鑑定協会の取り組み

○小谷 これまでの「社団法人日

本不動産鑑定協会の取り組み」に

ついてお話ししたいと思います。

ADR参画のきっかけは，平成１４

年９月３０日に，司法制度改革推進

本部のADRの第７回検討会に清

水（文雄）副会長が初めて出席さ

れて，ここで不動産鑑定士は鑑定

人，調停委員として社会的責任を

果たしており，平成７年の鑑定相

談所の開設等，専門知識の社会貢

献の実績があるのだということを

説明していただいております。そ

れから不動産鑑定士は，その専門

性を生かして迅速な解決に寄与す

るための専門性の高い経済価値判

定のためには代理権が必要だとい

うことを主張しております。不動

産鑑定士仲裁センターの有用性と

設立を主張して，第７回のADR

検討会で発表されたのが第一歩で

す。今回の不動産鑑定士調停セン

ターは国土審議会の指摘する相談

所を発展させて，調停・あっせん

機能を担う機関として位置づけら

れているわけですが，これまでに

どの程度相談所に相談があったか

というようなことをご紹介いただ

けないでしょうか。

相談会発展の歴史

○吉村 社団法人東京都鑑定士協

会は，社団法人日本不動産鑑定協

会の下部組織の東京会として発足

したのが３９年前で，社団化してか

ら来年で１０年を迎えますが，２０年

余りに亘って相談業務に取り組ん

でおりまして，今現在，六種類ほ

どの相談会等を行っております。

一つ目が，全体の中心となる定

例無料相談会で，東京都不動産鑑

定士協会に会場を設置して月２回

行っております（相談件数は１３年

度：２７３件，１４年度：２６５件，１５年

度：３０３件）。二つ目が，街頭無料

相談会で，昨年までは４月に１週

間８会場で行っておりましたが

（相談件数は１４年度：３２７件，１５年

度：３３９件，１６年 度：３８３件），今

年は新たに１０月に，秋の街頭無料

相談会（相談件数は１０１件）を実

施しております。

それから，三つ目が，東京商工

会議所内における定例無料相談会

で，１６年の４月から月２回実施し

ておりまして（相談件数は４～１０

月：３０件），先ほどの東京都不動

産鑑定士協会における月２回の定

例無料相談会と合わせると，毎週

定例無料相談会を開催するという

体制を採っております。

四つ目が，相談会の試行的な動

きとしまして，市，区単位でそれ

ぞれの役所に常設の形で定例的に

相談会を開くという試みを幾つか

の市で始めております。

五つ目としまして，東京の１０士

業による無料合同相談会が挙げら

れます。これは他の９士業と合同

で年１回相談会を開催しておりま

して，今年で１０回目を迎えました。

それから最後に，定例無料相談

会を実施していく中で，より込み

入った事案に対して相談にのって

頂きたいという要望が相談者から

出てきたことを受けて，有料相談

制度を開始して２年が経過してお

ります。この制度では，相談員を

協会会員の先生方から募集致しま

して，名簿化し，これに基づいて

各相談員の事務所にて有料相談を

行うというスタイルを採っており

ます。年間で３０～４０件の相談が持

ち込まれており，具体的な価格や

賃料などについての適正な経済価

値の判断や，紛争解決の入口の部

分でのアドバイスをしております。

以上が，東京都不動産鑑定士協

会での相談業務の実績であり，か

なり歴史を重ねてきたものである

という実感があります。

○小谷 今のお話をお伺いすると，

いわゆる無料相談会というのは教

科書的な一般論を前提とした相談

会という位置づけであったものが，

相談業務の中でもっと突っ込んだ

具体的な金額を知りたいとか，具

体的な事件についての相談が増え

□後藤 計（ごとう・はかる）
㈱二十一鑑定代表取締役。不動産鑑定士。
岩手大学工学部卒業。（財）日本不動産研
究所，北海道拓殖銀行を経て，平成３年に
開業。（社）東京都不動産鑑定士協会理事，
業務推進委員会委員長。
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てきて，こういうニーズがあると

いうことですね。それについては

有料相談会で応じようという体制

をとっているというわけですか。

○吉村 はい。

○小谷 わかりました。

○後藤 街頭相談を２２年位前から

始めたのですが，当初の狙いは，

不動産の紛争を抱えている人たち

に対して適切なアドバイスを行う

ということよりも，不動産鑑定士

の知名度を高める広報的な視点に

力点があったと思います。この街

頭相談の相談者の増減を見ますと，

景気に連動してこの１０数年来場者

が減ってきました。３年前から少

しずつ増えて来ていますが，未だ

にバブル時の相談者数の半分以下

です。

これに対して定例相談に来る相

談者は，景気の動向に影響されず

に着実に増える傾向にあります。

定例相談に来られる相談者は，街

頭相談でよく見かける「通りがか

りにちょっと悩んでいることを聞

こう」という人ではなくて，不動

産に関して深刻な悩みを抱えてい

る方が多く，資料をキチンと揃え

て相談会に来ます。このような現

状から考えますと，本来の意味で

不動産の紛争を抱えた人たちに対

して，不動産鑑定士が自らの専門

的知見を生かして紛争当事者にア

ドバイスするという段階に進んで

きたと考えています。更に２年前

からは，これを一歩進める形で有

料相談受付業者名簿を整理して，

今まで以上に踏み込んだ相談にも

対応できるようにしました。この

試みも徐々に，成果を上げつつあ

ると思っています。

○小谷 今の相談会の実態をお伺

いすると，従前は，社会貢献を通

して知名度の向上が企画されてい

たが，定例相談会を重ねることに

よって具体的な事件についての解

決のガイドラインを求めたいとい

う社会的なニーズがだんだん盛り

上がってきたということが言える

わけですね。

○後藤 実際来場される方には，

東京都が主催している各種の無料

相談会とか，弁護士会の相談会か

ら，かなり専門性が高いというこ

とで，鑑定士協会を案内されて訪

問する方が結構多くいます。そう

いう意味では，まさにADRの手

前のような相談も多く見られるよ

うになってきました。

○小谷 そうすると，区役所の相

談窓口などに行って相談すると，

不動産の価格についての専門的な

ことは不動産鑑定士の相談セン

ターに行きなさいよといって回付

されてくるということですね。

○後藤 そうですね，そういう方

が結構多いということですね。

○小谷 不動産鑑定士に対し，解

決のガイドラインを与えてもらう

という社会的ニーズは非常に高い

わけですね。

○吉村 このような社会的ニーズ

を考えれば，複雑化した不動産の

紛争に我々不動産鑑定士の専門的

知見が求められているという一つ

の証左になるのかなと思います。

○小谷 そうですね。このような

社会的ニーズに応えていくことが，

いま私たち不動産鑑定士に期待さ

れているのですね。

○大家 近畿のほうでは月２回定

期的な無料相談をやっているのが

兵庫ですが，定期で月２回やるよ

うになってから約１２年になります。

相談者は当初は少なかったようで

すが，延べ１５００人以上の実績があ

ります。ほかに，奈良，大阪，京

都などでも平成７，８年から月１

回定期的にやっています。和歌山

も昨年から始めたと伺っています。

ただ，これらはすべて無料相談の

域から出たことはありません。

これらは鑑定評価の普及啓発と

か，知名度向上の一環であったわ

けですが，専門的知見が求められ

る場面に変わってきたようにも思

えますので，東京のような有料相

談という新たな段階を迎え，発展

していってほしいと期待していま

す。ところで，実際，相談の中身

で多いのは，やはり不動産の価格

と賃料，賃料紛争が中では量がや

はり多いと感じております。した

がって，将来ADRに対する後押

しになっていくような制度であっ

てほしいので，街頭相談とか無料

相談会はどんどん推し進めていく

べきではないかと思っています。

ADRに対応する今日までの歩
み

○小谷 （社）日本不動産鑑定協会

に司法制度改革持別委員会，

ADR小委員会が設置されて，ガ

イダンス研修などが開催されてい

るわけですが，今までの歴史とい

うか，歩みについてお話しいただ

けないでしょうか。

○大家 概略になりますが，鑑定

協会が平成１５年度に司法制度改革

特別委員会を創設しました。同年

の８月１２日にADR委員会を設置

して，委員長は横須賀博会長，副

委員長には清水文雄副会長が就か

れまして，専門委員が５名，委員

１０名で活動しているところです。

ADRのガイダンス研修として，

１５年の１２月から１６年の５月まで，

追加的なガイダンスを含め合計３

度行ってきました。

体系的なイメージを目的とした

研修ではありますが，１６年度中に

本研修を実施したいと考えていま

したが，その後，諸般の状況，事

情が変化したこともあって，本研

修が開始されるのは恐らくは年度

をまたぐのではないかと思ってお
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ります。具体の決定は不明ですが，

１７年３月後半から５月中旬までの

間が予想されるところです。そう

いうことを視野に入れながら，今

後，対応していかねばならないと

考えております。

本研修では，ガイダンス研修修

了者を対象とすることで考えてお

りますが，ガイダンスは一度きり

ではなくて回を重ねる必要があろ

うということで委員会の意見は一

致しています。

なお，ガイダンス研修や本研修

については，一般鑑定評価の業務

に大いに役立つと考えられますの

で，今後とも，その内容の充実が

期待されると思います

○小谷 それから，１６年１１月２日，

調停センター成立の機関決定がな

されたわけですよね。この辺をお

話しいただけませんか。吉村さん

どうですか。

○吉村 １６年の１１月２日に日本不

動産鑑定協会におきまして，不動

産鑑定士調停センターが開設され

ました。これは，先ほどの「裁判

外紛争解決手続の利用の促進に関

する法律案」が同年１０月１２日に閣

議決定され，法律のガイドライン

が明確になったという流れの中で，

不動産鑑定士調停センターを立ち

上げて，ADR機関としての実績

の第一歩を踏むべく，ADRの機

構組織の具体的な検討を進めて，

今回の開設に至ったところです。

○小谷 次に，「不動産鑑定士に

対する社会の期待とその責任」と

いうことについてお話をお伺いし

たいと思います。今まで街頭での

相談会，これは単なる相談業務に

とどまったわけですね。ところが，

今までのお話を聞いていますと，

価格一般について回答する教科書

的な無料相談から有料の具体的な

事件についての相談に発展してき

たわけですが，これは相談業務に

とどまるのであって，今後はより

積極的な紛争解決への関与という

ことが専門家として期待されてい

ると思います。不動産に関する紛

争は今まで裁判所で集中的に処理

されてきました。裁判所には行政

訴訟だとか，貸金訴訟，医療訴訟

だとかいろんな事件を抱えていま

す。その中の一つとして不動産の

価格紛争があるわけです。紛争解

決にあたる裁判所は必ずしも不動

産の価格についての専門家ではな

いので，これに代わって専門的知

見を有する我々不動産鑑定士協会

のような団体が紛争解決実施者と

なって，より適正，迅速な紛争解

決に寄与して国民の紛争解決手段

の選択肢の拡大につながるという

ようなことが本法案の骨子である

と考えているわけです。これを踏

まえて，我々としてはこれから具

体的にどうしていったらいいのか

ということを議論いただければと

思います。

国民の福利増進の手段

つまり，地代とか家賃というの

は毎月継続して払わなければいけ

ないものです。そこに紛争がある

と，それがストレスになる。さら

に更新料を払う払わないというの

は，賃貸人と賃借人との継続的な

契約関係の存在を前提とし，今後

も円満な関係を保っていきたいと

いう願望は双方にあるわけです。

常に顔を合わさなければならない

運命にあるわけです。ですからそ

こにストレスがあると，それを適

正な形で迅速に取り除いていくと

いうことは，国民の福利に適うこ

とだと思うのです。

○大家 ストレスがなぜたまるか

というと，やはり実情に即した解

決がなされないからストレスがた

まる。それを迅速かつ的確に解決

されないからまたストレスの蓄積

も加速するだろうと思います。

つまり，実情に即しつつ，的確

かつ迅速でなければならないとい

うことになります。例えば今の地

代，家賃のお話ですと，紛争解決

にふさわしい対応は，なぜそこで

紛争が起こったのかという実情に

即しつつ，当事者間でなぜ解決が

図れないのか，一時的に解決され

たかに見えながら，また紛争が引

き起こされることがないのかとい

う辺りについても，的確でしかも

迅速な解決が図られなければなら

ない。そうなると不動産の価格と

か賃料の専門家がやはり必要であ

るということになろうと思ってい

□吉村 真行（よしむら・まさゆき）
㈱吉村総合計画鑑定代表取締役社長
（CEO）。不動産鑑定士・一級建築士・再
開発プランナー。
１９８８年東京大学工学部建築学科卒業。
９０年東京大学大学院工学系研究科建築学専
攻修士課程修了。安田信託銀行（現みずほ
信託銀行）開発事業部・不動産企画部・不
動産鑑定部等にて再開発・信託・コンサル
・鑑定業務等に従事した後，９９年吉村総合
計画鑑定を創業。現在，有楽町駅前第１地
区第１種市街地再開発事業審査委員，金町
６丁目地区第１種市街地再開発事業審査委
員，（社）東京都不動産鑑定士協会理事・業
務推進副委員長，（社）日本不動産鑑定協会
業務推進委員会・司法制度改革特別委員会
委員ほか複数の企業の顧問・アドバイザー
を務める。
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ます。

こんなことも言えます。賃借人

は月々の賃料の水準が周りに比べ

ると高いと感じて賃料の引き下げ

を願いながらも，貸主に応じても

らえず，紛争に至っているとしま

す。比隣賃料の水準だけ見れば，

確かに自己の賃料は高い，しかし

自分はまとまった一時金というも

のを払えないので，月々の賃料が

少し高くても仕方ないから契約し

たような背景があるならば決して

目先の水準バランスだけでは的確

な解決を見出せないので，実情に

即した解決ということが大事だろ

うと思っております。

継続的な契約関係における人間関係
において重視される紛争解決方法

○小谷 今言われたように，よく

あるのが賃料の値上げ訴訟です。

一審判決があって，それから控訴

審判決があって，確定する。確定

すると次にすぐまた第二次訴訟が

起きるということがよくあります。

ですから，こういったものは一刀

両断的な判決による解決よりも，

できる限り円満な合意による解決

が望ましいと思うのです。特に親

族間の価格紛争というものがそう

だと思います。遺産分割の話し合

いの中では，評価が問題となる

ケースが多いのですね。適正な評

価が前提となって初めて円満な解

決へと結びつきます。親族間では

今後も顔を合わせなければならな

いので，日本人的な話し合いによ

る解決が望まれると思います。

ただ，地主にしても，借地人に

しても，いつも顔を合わせなけれ

ばいけないわけですし，親族間に

おいてもそうですね。冠婚葬祭な

ど何かと顔を合わせなければなら

ない。そういう関係は，やはり継

続的な関係にあるわけですから円

満な話し合いによる解決がふさわ

しいので，そういうところに積極

的に関与して紛争を解決し，国民

の福利の増進に役立つのだ，とい

うことではないかと思います。

専門的知見に加え，紛争解決術
習得の必要性

○後藤 ADRへの取り組みとい

う視点で考えると，不動産に関す

る専門的知見を生かすということ

も非常に大事ですが，紛争を当事

者が円満に解決をするために，一

種の媒介者となって紛争当事者の

コミュニケーションを図り，カウ

ンセラー的な能力発揮して当事者

が抱えている紛争の背景を整理し

てあげ，お互いが納得できるよう

な環境を作っていく。そういう不

動産の価格に関する専門的知見と

はまた別の意味の能力というもの

も身につけていかないといけない。

単に自らの専門性だけによって立

つという姿勢ではなく，そういう

認識をもって自らの能力を磨いて

いくという心構えが大事だと考え

ております。

○小谷 まさに言われるとおりだ

と思います。不動産鑑定士として

の価格紛争についての専門的知見，

それだけではなくて，紛争解決術

といいますか，それは専門知識と

はちょっと別なところにあるわけ

です。ですから，価格の専門家で

あると同時に，紛争解決の能力を

持った不動産鑑定士への成長が望

まれるところです。

○後藤 特に不動産に関する紛争

の場面では，我々が通常考えてい

る正常価格的なものが通用する場

面は少ないと思います。限定価格

と言ってしまえば，限定価格なん

でしょうけれども，紛争ならでは

の特殊な限定要因というものがあ

り，それを上手に解きほぐしてい

く能力を身につけていくことが大

切だと思っています。

○小谷 価格紛争というのは，継

続地代であり継続家賃などが多い

のです。新規賃料について紛争に

なることは余りないと思います。

ですから，その意味で限定賃料，

限定価格がまさに紛争の内容にな

っており，紛争の発端になると言

われるのはそのとおりだと思いま

す。

○大家 不動産鑑定士がその専門

性を借地借家の紛争の中で生かせ

るとはいえ，時にはルールがない

悩ましい事態に遭遇することもあ

ります。例えば，不動産の利用状

況，契約内容，既往の状況，近隣

の賃料水準からみた適正水準が１０

万円として，借り手が現行１４万円

を１３万円に値下げを求め，紛争し

ているという場面に出くわすこと

があります。これにはどう対応さ

れますか。不動産の場合には特に

そういう事態に遭遇することもあ

りますので，裁判による解決は非

常に重要なことですが，不動産は

それのもつ特徴の故に，利用する

者によって様々にその価値が異な

る可能性が高い。だから，価値観

の対立に端を発した紛争は，ト

レーニングされた専門家にその解

決が期待される場面が出てくると

考えられます。

○吉村 これまでの相談会ではア

ドバイスの域を越えることができ

ず，紛争の解決に導くまでには至

っていませんでした。これを一歩

踏み込んで積極的な紛争解決をし

ていくんだということになると，

不動産鑑定士は，これまでは不動

産の経済価値を判定するというこ

とを主業務としてきたわけですが，

不動産に係る相談業務やコンサル

ティング業務にも積極的に取り組

むべき時期が来たことを意味する

のだと感じます。現に紛争解決を
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望む社会のニーズがあり，これに

対して不動産鑑定士はアドバイス

から既に始めているのですから。

また，１６年６月の「不動産の鑑定

評価に関する法律」の改正により，

その職域の裏付けもされておりま

す。社会のニーズに対応すべく，

不動産鑑定士も既に現場で関わっ

ておりますし，法律もそれに合わ

せて改正されたという流れになっ

たのだと思います。

価格判断機能（ジャッジメン
ト）と対立当事者の代理行為

○小谷 そうですね。いままでは

公的評価に代表されるように，適

正な経済価値を判定する仕事が不

動産鑑定士の仕事の中心になって

いましたが，これからはコンサル

ティングとか，より積極的な紛争

解決に踏み込んでいくことが社会

のニーズに応える方向ではないで

しょうか。

次に，「不動産鑑定士の職務」

というのは，合理的な市場があっ

たら成立するであろうという適正

な価格を指摘するという側面から

は，ジャッジメントとしての側面

が非常に強いわけです。一方，調

停センターを立ち上げたときに，

本人の代理行為を不動産鑑定士が

担うべきだという意見も出ていま

す。ここで不動産鑑定士の本来の

職務のジャッジメントということ

と，代理人の行為というのは違う

ところがあるわけです。性格の異

なる裁定行為と代理行為が不動産

鑑定士としての職務になじむのか

どうかということについてお話し

させていただきたいと思います。

裁定行為の理想の世界としては，

ジャッジメントの判断がそのまま

通用すればいいのですが，現実の

世界では，必ずしもそうはなって

いないと思うわけです。現実の訴

訟を見ますと，原告側，被告側の

訴訟として甲号証，乙号証の鑑定

書が出るし，それからまた裁判上

の鑑定があって，最終的には判決

があるということになると，判決

がどれをとるかというのは必ずし

もわからないし，どの鑑定もとら

ないということも日常あり得るわ

けです。こういう現実の訴訟構造

を踏まえてジャッジメントとして

の側面と，代理人としての側面，

これがバッティングしないのかと

いうことについてご意見をお伺い

したいと思います。いかがでしょ

うか。

○後藤 この問題は，大変神経質

な部分を含んでいると考えていま

す。今回の新しい鑑定業法では，

周辺業務ということで不動産鑑定

士イコール鑑定評価書を書くとい

うことでは必ずしもなくなりまし

た。しかし，従来のイメージから

考えれば，不動産鑑定士はイコー

ル鑑定評価書を書く人という，こ

こには１対１の関係があります。

そして，中立な第三者が裁定的立

場で評価することを鑑定評価の基

本としています。確かに現実の場

面で両者の鑑定評価額に差異を生

ずるということがあるわけですが，

そのことと鑑定評価に対する信頼

性の問題とは分けて考える必要が

あると思っています。

例えば，代理人が鑑定評価書を

発行した場合に，その鑑定評価書

に社会的な通用性がどの程度ある

のでしょうか。ADRが不調に終

わって本訴に進んだ場合に，代理

人たる不動産鑑定士が書いた鑑定

評価にどの程度の証拠能力が認め

られるのでしょうか。よく吟味し

てみる必要があると思います。鑑

定評価書は，やはり公正中立な環

境の中で作成されて初めてその信

頼性が維持されると思うからです。

このように考えれば，このADR

の場面で，不動産鑑定士が代理人

となって鑑定評価書を出すという

事態は，その信頼性において問題

があると思います。

また，我々の職業倫理の観点か

ら，片方の代理人たる立場で鑑定

評価書を書くということに問題が

ないのかということです。突き詰

めて言えば，我々の職業倫理に関

する規律の問題です。両者の鑑定

評価書に乖差が生じるということ

は，両者が職業倫理を遵守してい

る限りにおいて，その正当性は斟

酌される余地があると思いますが，

そもそもがよって立った立場に中

立性が保証されていないならば，

全く意味合いが違ってきます。そ

ういう点でここは慎重に考えない

といけないと思います。

また，今回の新しい鑑定業法で

は，不動産鑑定士の職域が鑑定評

価書を書くことから，その周辺業

務まで広げられました。そもそも

代理人として価格紛争に係わりな

□小谷 芳正（こたに・よしまさ）
（有）小谷不動産鑑定事務所代表取締役。不
動産鑑定士。
１９４６年生まれ。（社）日本不動産鑑定協会
司法制度改革特別委員会，同ADR小委員
会委員。東京地方裁判所評価人会会長。東
京家庭裁判所調停委員，農水省貯金保険機
構価格審査委員，地価公示評価員，東京国
税局評価員等。
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不動産鑑定士調停センターの創設に関する要綱（一部省略）

第一．理念と目的

不動産は国民，法人，団体などの基本財産として多大

な価値を占めており，その価格，賃料などの経済価値を

めぐる紛争は当事者の利害に深く関与するところである。

司法の分野において不動産の価値に関する争いは多岐

に亘っており，不動産の経済価値判定について不動産鑑

定士の果たす専門家としての社会的責任は極めて重い。

不動産鑑定士調停センターはこのような価格（賃料）

紛争について適正な経済価値を提示し，当事者間の主張

する価格についての調整を迅速に行い，話し合いによる

解決によって，円満な相隣関係を再生し，その維持，発

展に寄与することを目的とするものである。

第二．適正な経済価値提供の施策

１．合議体を構成

不動産鑑定士調停センターは原則として合議体で構成

し，調停人の価値判断に相違が生じたような場合には，

構成員相互に十分な意見交換を行い適正な経済価値を提

示する体制とする。

２．不動産鑑定士調停センターの構成員（調停人）

調停人は原則３名以上の合議体で構成する。不動産鑑

定士調停センター発足以降は研修，調停センターへの立

会などの実務経験を経た者の中から人材を育成し候補者

名簿に登載する。具体的な申立案件の調停センターの構

成員は不動産鑑定士調停センター運営委員会（不動産鑑

定士調停センターに設置し５名程度で構成）において指

名する。

３．忌避，回避

調停人の判断の中立性を担保し，適正かつ公正な経済

価値判断を行うため，申立当事者は申立案件の適正な経

済価値判断を期するに不相当な事由がある場合は調停人

に対し忌避を申立ることができ，あるいは調停人は回避

しなければならない。

４．代理人制度

今後研鑚を重ね，代理権が付与されるよう努力するも

のとする。

第三．迅速な判断提供の施策

１．不動産鑑定士調停センター開催期日の迅速化

１０日あるいは２週間間隔を目安として短期に集中して

開催期日を設け，早期解決を目標とする。

２．価格判定資料の提供

価格判定資料の提供は原則として当事者の主張，立証

に委ねることとする。

第四．不動産鑑定士調停センターにおいて取扱う不動産

の経済価値にかかる案件

１．地代，家賃

２．借地権の譲渡，増改築，借地条件変更等の承諾料

３．遺産分割，離婚に伴う財産分与の財産評定

４．借家権価格，借地権価格

５．更生担保権の評定

６．建替マンション売渡請求価格

７．その他不動産の価格紛争に関連する事項

第五．手続の開始

１．不動産について価格紛争を有する当事者の申立によ

り，相手方の同意を得て開始する。

２．官公庁，各種団体，法人などからの依頼により手続

を開始する。

第六．設置

社団法人日本不動産鑑定協会は不動産鑑定士調停セン

ターを設置し，実施する。

第七．法律専門家等との協同態勢

不動産に関する価格紛争は経済価値判断のみならず，

地代，家賃の値上げ，値下げ通知（形成権の行使）など，

法律要件の存否は経済価値判断の前提として重要な要件

事実である。また，合意が成立した場合の調書の条項な

ど法律の要件事実とその効果は当事者の利害に深く関わ

るので法律専門家の意見，判断を求めるなど，協同が求

められる。

第八．守秘義務

調停人及び事務局職員は，正当な理由なく当センター

で取扱った事案について知り得た事実，その結果を他に

漏らしてはならない。その職を辞した後も同じとする。

第九．倫理

調停人は社団法人日本不動産鑑定協会の倫理規定に従

い誠実に職務を遂行する。

第十．その他

１．手続費用

申立費用は申立人が負担し，その後の調停期日手数

料，紛争解決手数料等は双方が負担する。詳細は別途

定める。

２．調停前置，時効中断等の効力を有し，価格面を中心

とした代理権が付与されるにふさわしい調停センター

として実績を重ね，社会の信認を得る。

３．調停人に対しては，日当程度の費用を支給する。

４．事務局運営費は本会等の負担とする。
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がら，価格の正当性を主張してい

くという業務が鑑定評価なのかと

考えれば，多分これは鑑定評価で

はなくて，一種のコンサル業務と

位置付けた方が実態に合っている。

このような考え方の方が，一般社

会や会員に受け入れられやすいと

思います。

ADRをより拡充・活性化して

いくために，不動産鑑定士に代理

権があったほうが良い。ADRの

適切かつ効果的な運用のために必

要だ。このような主張はよくわか

ります。

一方でこの代理権の取得は，不

動産鑑定士イコール鑑定評価書を

書く人とのイメージが定着してい

る現状においては，我々の本来業

務である鑑定評価に対する信頼を

損ないかねない側面があります。

したがって，鑑定評価に対する

不信が生じないような配慮をし，

どのようにADRに取組んでいく

のかを慎重に検討する必要があり

ます。例えば，ADR手続きにお

いては代理人たる不動産鑑定士は

意見書等の提出に留め，自らは鑑

定評価を行わない。どうしても必

要な場合には別の第三者の鑑定評

価書を取る，など。ADRとの関

係で自らの職業倫理に関する規範

を整理し，本来業務として鑑定評

価書を書く場合と，代理人として

ADRに係わる場合とで，不動産

鑑定士の係わりかたが違うのだと

いうことを明確にする必要がある

と思います。

このことは，ADRに限りませ

ん。クライアントである投資家の

ために自らの専門的知見を生かし

ていくという新しい領域を作って

いく際にも同じです。

新しい領域に取組むためには，

職業倫理に関する規範を整理して

対外・対内に説明し納得して貰う

ことが前提だと考えます。

争訟鑑定は紛争そのもの

○小谷 そのような意見も有力に

主張されて，それも事実だと思い

ます。ですが，そこで問題になる

のは，鑑定書と意見書ないしはコ

ンサルの業務との線引きをどこで

するかという問題はあると思いま

す。鑑定書を書くときと，意見書

ないしコンサル業務等をやるとき

とではやっていることが全然違う

というのもちょっとどうなのかと

いう感じはします。

鑑定書というのは，不動産鑑定

士の判断であり意見ですから，代

理人が鑑定書を書くということは，

代理人としての意見の主張でもあ

り，鑑定書を読むことによってそ

の主張がとてもわかりやすいので

す。ですから，その辺は，後藤さ

んの言われるような，答えが一つ

であるような理想的な鑑定書の世

界というのと，争訟鑑定の現実と

のギャップはかなりあるのではな

いかと思います。継続地代，家賃

等の争訟鑑定は紛争そのものだと

思います。

特に継続地代，家賃の鑑定など

は，必ずしも答えが一つに収束す

るものでもないと思っています。

原告側，被告側，裁判上の鑑定結

果が異なっても，それぞれの鑑定

士が職業倫理に反しているもので

もないと思います。結論の違う鑑

定書が出されるので，信頼性を失

うということはあるかもしれませ

ん。しかし，そのプロセスを見て

いくと，それぞれに根拠を有して

おり，必ずしも職業倫理に反する

というような評価書ということで

はないと思います。

価格構成要素が極めて多岐にわ

たり，複雑に構成されているので，

事実認定，論理構成によって答え

が必ずしも一つではないところに

継続賃料評価など争訟鑑定の難し

さがあると思うのです。このよう

な分野において結論の違う理由の

論議を深めることは，評価理論の

発展のためにも重要なことだと思

います。

民事事件では，原告は請求債権

があるといい，被告はないと主張

し，検察側は有罪といい，弁護側

は無罪と正反対のことを主張する

中に，真実を見出すのだと思いま

す。

不動産鑑定評価というのは，合

理的な市場があったら成立するで

あろう価格と言われているわけで

す。しかし，紛争の前提として，

借家権などのように合理的な市場

がないケースというのはかなり多

いのではないでしょうか。継続地

代，家賃というのは特にそうです

ね。継続家賃とか継続地代という

ことになると，市場に代わってと

いうようなスタンスにはない価格

を求められているということにな

るので，非常に判断の余地が多い

わけです。ですから，その辺を踏

まえると，理想的な一刀両断的な

ジャッジメントとしての側面だけ

を主張するというのはなかなか難

しいというイメージがあります。

この辺は大いに議論のあるところ

ですね。

○後藤 私は，判断の余地が大き

いがゆえに，公正中立な立場が確

保されていないと鑑定評価に対す

る信頼が得られないのだと思いま

す。

例えば，銀行の担保評価の中で，

金融庁は独立性が確保されている

不動産鑑定士による鑑定評価を求

めています。鑑定評価の必要記載

事項の一つに「利害関係と縁故関

係の有無とその内容」という項目

があります。一般にはこれは物件

に対する利害関係が問われ，依頼

者との関係は含まないと解されて

鑑定セミナー・裁判外紛争解決手続と不動産鑑定士の役割
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います。今の時代これでは，鑑定

評価書に対する信頼を維持するこ

とが出来ないと思います。既に，

金融庁の考え方を始め，鑑定評価

の現場では依頼者との関係が問わ

れるケースが多くなっています。

このことは，代理人たる不動産

鑑定士が鑑定評価書を書くという

ことと，かなり近い部分がありま

す。代理権が必要ないと言ってい

るのではありません。代理人が代

理行為を行っていく中で，鑑定評

価とどのようにかかわっていくの

かを，自分たちで整理しないと，

対外的に鑑定評価に対する信頼を

維持できなくなるのではないかと，

危惧しているのです。

○小谷 代理人として鑑定評価書

を書くということについては様々

な議論がありそうですが，不動産

鑑定士が代理人になるということ

についてはいかがですか。

○後藤 ADRを拡充・活性化し

ていくために，不動産鑑定士が代

理権を持ったほうがいい，持たな

いとうまく運用できないという意

見は大変よくわかります。ただ，

既存の業務の信頼性に大きな影響

が及ぶとすれば，そういう心配が

あるとすれば，消極的になる会員

が多くいるのは当然だと思います。

では，ADRをやらなくていいの

かと言えば，当初からお話しさせ

ていただいたように，これは近代

社会が歩んでいる大きな流れで時

代の要請です。不動産鑑定士が参

加しなければ，高度な専門職業家

としての責務を放棄し，国民の期

待に背くことにもなります。だと

すれば，どのような形にしろ

ADRに係わっていかないといけ

ない。

でも，自分たちの本来業務との

矛盾は整理しないといけない。そ

のために，どうするのかというこ

とを慎重に考えることが，代理権

を主張する前提です。

○大家 鑑定士が不動産の価格紛

争の代理人となるということにつ

いては，当事者のニーズに適った

ものではないかと思っております。

つまり不動産の経済価値判断とい

うのは非常に専門性が高い分野で

あろうということで，独自に整理

できる要件事実の構成能力とか，

価格または賃料に対する相当な論

理の主張ということを当事者にな

りかわって代理するということは，

法律専門職の代理人等と比べても，

明らかにその立場上，そのニーズ

に適っていると私は思っておりま

す。

先ほどの話の中で，ジャッジメ

ントと代理という話で，これは一

方通行から見るのか，あるいは代

理をどうするのか非常に難しいと

ころなんですが，鑑定評価は，い

わば価格あるいは賃料についての

経済価値判断をするという意味で

は，やはりジャッジメントであろ

うということから一方通行のよう

に見えます。しかし，ジャッジメ

ントというのは右か左か白か黒か

ということであって，それは司法

判断ではないでしょうか。つまり，

裁判による裁定です。ADRにお

ける代理はそうではなくて，調停

事件において処理される場面とよ

く似ていて，紛争当事者に代わっ

て，相当な主張を行うことができ

るなら，専門家が公正適正な結果

に導くことが可能と思えます。

ところで，紛争当事者はそれぞ

れがさほど不動産に精通している

わけではないのです。だから，当

事者の能力や知識というものを補

完して，それぞれの立場から代理

し権利を主張することができるの

ではないでしょうか。つまり，そ

うすることによって正当な権利実

現の手段となるということが，ひ

いては健全な私的自治の向上のた

めに有用ではないかと考えており

ます。

適正な合意に向けた代理人の
リード

○吉村 私自身はコンサルの世界

から鑑定の世界に入ってきたとい

う経歴なものですから，不動産鑑

定士がADRにおいて代理行為を

するということについての有用性

を次のようにイメージしておりま

す。

そもそも代理というのは，一方

の当事者に有利な主張をするとい

う立場ではあると思うのですが，

これは「一方的な」主張ではいけ

ないと思うのです。客観性や合理

性を伴った主張を行い，それに基

づいた合意形成がなされなければ，

将来にわたって当事者の円満な信

頼関係というものは築けないだろ

うと考えるからです。

これを非常に強く感じるのは，

裁判においてバランスを欠いてい

るのではないかと思われる主張が

なされた事案で，裁判結果は非常

にミスリードなことになってしま

っているケースを目にしたときで

す。どういう経緯であったのかな

と見てみると，不動産のプロのア
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ドバイスがなかったり，あるいは

スポットでしかプロの意見が反映

されていなかったりという背景で

あったりするのです。

こういった事案を見るにつけ，

両当事者にとって不幸な結果だな

と感じます。お互いに，客観性，

合理性がある主張がなされれば，

将来に亘るもっと良い結果を導き

出せたのに，一方が勝って片方が

泣く，あるいは当事者双方とも泣

くというような形になってしまう

のです。

ADRが目指すべき形というの

は，「Win－Win」すなわち，ど

ちらとも勝つ，満足するんだとい

う形であって，やはり「一方的

な」主張に基づいた形というのは，

代理であってもすべきではないの

ではないかと，それは当事者が求

めているものではないのではない

かと思います。

このようなことを考えれば，不

動産鑑定士は，従来であると補佐

人的な立場でアドバイスをしてい

るわけですから，代理行為をする

という有用性というのは高いので

はないかなと思います。

○大家 そうだと思います。民事

の調停の場面では，条理に適った

解決を目指すものであり，ADR

も紛争当事者のいずれかが勝者ま

たは敗者を決する場ではなく，い

かにして解決を図るかが重要なの

です。そして解決後においても，

スムーズな人間関係，社会の関係

が維持できる，経済活動に支障と

ならないような調停やあっせん方

法を提供できる，こういうことを

目的とするべきであるということ

から，トレーニングされた不動産

鑑定士による不動産の価格や賃料

紛争における代理制度というもの

は紛争解決にとって不可欠なもの

ではないかと考えます。

○小谷 今，吉村さんが言われた

ミスリードということですが，当

事者の言うことのみに耳を傾けた

単なる代弁者，リップサービスだ

けではいけない。不動産鑑定士と

いうのはあらゆる事件を通して，

その事件の適正な価格のありどこ

ろというのを体感的にわかってい

るものですから，それを踏まえた

上で，依頼者に対する説得をする

ということが非常に重要だと思い

ます。

例えば，１００万円と５０万円でそ

れぞれの当事者が争っていると，

依頼者は１００万円だというが，と

ても１００万円ではいかないよと，

せいぜい８０万円ぐらいではないか

と，この程度は覚悟しなさいよと

いうことを依頼者に説得する。こ

れはお互いにそういうことが行わ

れれば，係争の範囲が縮まるわけ

ですね。そういうことを説明でき

ることによって，適正，迅速な解

決に結びつけることができると，

そういう有用性というのは多分に

あると思います。

紛争解決（民事）と真実の究明（刑事）に当事者主義
を採用する訴訟構造と調停センターの制度設計

それからもう一つ，今の訴訟構

造として，原告，被告ないしは刑

事事件での検察側と弁護側と，こ

れは当事者主義をとっているわけ

です。紛争解決手続として，この

ような当事者主義をとって対立構

造をつくり出すということについ

ては，その争点が明らかになって，

より公正，適正な結果へ導くこと

ができるからです。当事者主義を

とる限り，依頼者の立場に立った

主張，立証というのは非常に重要

なのです。我々の不動産鑑定評価

の分野では非常に多くの考え方が

あり，比準価格，収益価格，いろ

んな要素があって複雑な価格構成

要件から成り立っているわけです

から，どの立場に立って価格構成

要件を主張，立証するかというの

は非常に専門性の高い重要なとこ

ろだと思います。ですから，そう

いうことを主張することによって，

調停人に，より適切な資料を提供

して，調停人が妥当な解決を図る

ということは非常に有益ではない

かという考えを私個人は持ってい

ます。ここは非常に多くの議論の

あるところだと思いますので，今

後とも議論を重ねていきたいと思

います。

○後藤 皆さん言われるように，

ADRの拡充・活性化・適切な運

用のために，不動産鑑定士に代理

権があったほうが望ましいという

のは大変よくわかります。ただ，

何度もお話しさせていただいてい

るように，価格紛争の場で代理人

となって鑑定評価書をもって主張

していくという行為には，鑑定評

価に対して誤解・不信を招く要素

がある。これは確実にあると思う

んですね。その誤解・不信を招か

ないような工夫をどのように形作

っていくかを考えないといけない。

例えば，代理人としてADRで

価格紛争に係わっている場合には，

自らは委任者のための鑑定評価書

は発行しないとか，代理契約が終

鑑定セミナー・裁判外紛争解決手続と不動産鑑定士の役割
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了した後も，２年とか３年はその

委任者に関する鑑定評価は行わな

いとか，そういう規律を打ち出し

ていけば，一般社会は代理人とな

って活動する行為も，不動産鑑定

士の正当な職域と認知してくれる

と思います。代理権を取得するに

当たって，自らをどのように律し

ていくのかということを同時に考

えることだと思います。

○小谷 後藤さんの言われること

も事実であり，理解できます。代

理権の問題は将来的な課題ですが，

代理人の活動と，それから鑑定評

価書の活用などについてはいろい

ろ議論のあるところですから，今

後とも議論を深めたいと考えてお

ります。

不動産鑑定士調停センターと代
理権

ADR「不動産鑑定士調停セン

ターと代理権」につきまして，適

正，迅速な紛争解決を目的とした

運用システムとして当事者主義の

採用と代理人制度はセットとなっ

て機能できる部分があるのではな

いかと思っています。当事者主義

というのは，当事者に主張，立証

を委ねるシステムですから，今の

裁判制度と同じなのです。自分は

どう考える，どういう理由で幾ら

が正しいと考えているかというも

のを当事者の主張に委ねるという

ような解決方法を個人的には考え

ております。ここは私的自治，自

由主義経済と密接に関連するとこ

ろだと思います。不動産の鑑定評

価というのは，高度な専門分野に

属するところですから，価格判定

についての当事者の能力を補った

りすることが非常に重要になって

くるわけです。補佐人とか代理権

が制度設計に非常に重要になって

くるのではないかと思います。例

えば，会社に勤務しているのに期

日ごとに本人が出頭しなければな

らないというようなことになると

手続上非常に支障が出てきます。

適正，迅速な解決が期待されてい

ますが，会社に勤務している人が

休暇をとるということ自体が非常

に難しいので制度の円滑な運用に

支障が出ます。また，当事者が法

人の場合に常に代表者に出てきて

もらわなければならないというこ

とになると，これは事実上不可能

ではないかということになり，実

際上の運用からも，代理権という

のは必要ではないかと考えるわけ

ですが，その辺についてはいかが

でしょうか。

専門的知見に期待される代理権

○大家 一般的に，不動産に精通

する人は少ない。だから，その当

事者になり代わって能力や知識を

補完することの意義は大きい。そ

の立場を代理して，その人たちの

権利を主張することが正当な権利

実現の手段となると私は思ってお

りますから，代理という制度の創

設は望ましいものだといえます。

より具体的に言えば，不動産に精

通しない人はどのような情報をど

のように整備し，分析し，主張し

ていいか知らないわけですから，

解決に向けた実情に即した的確な

対処は極めて困難と言わなければ

ならない。ですから，私有財産制

度が保障され，実現しうる手段が

必要になると言えます。

○小谷 不動産鑑定評価の内容と

いうのは非常に高い専門性がある

わけです。事例がどうだとか，価

格水準はどうだという客観的な事

実を踏まえて，継続賃料の場合で

すと，差額配分法であるとか，ス

ライド法であるとかいろいろな評

価方式を経て試算賃料が得られ，

得られた試算賃料のどこを採用す

るかという点については非常に専

門性の高いところです。どれをと

るかによって結果が変わってくる

わけですが，それは不動産鑑定士

でないとなかなか当事者の立場を

理解した主張ができないのではな

いかという点からも，代理制度の

必要性というのが感じられますが，

その辺はいかがでしょうか。

○吉村 先ほども不動産鑑定士が

代理行為をすることの有用性につ

いて少しお話ししましたが，紛争

の本質的な内容が不動産のプロが

主幹すべき分野では，やはり不動

産鑑定士が代理行為を行うべきで

はないかと考えます。

私自身は，現在，賃料交渉のア

ドバイザー業務とか，再開発の権

利調整のアドバイザー業務を行っ

ておりまして，補佐人的な立場で

あったり，顧問というような立場

であったりします。

賃料交渉の現場において，これ

まで長年に亘って当事者同士で交

渉してきたけれども，一向に問題

が解決しておらず，経緯を聞いて

みますと，情だけで話していて理

屈がなかったり，あるいはそれが

こじれにこじれ，司法の場に持ち
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込まれた挙げ句，先ほどお話しし

たようなミスリードな結果になっ

てしまって，悲劇を生んでしまっ

ていることがあります。

このようなケースにおいて，実

際に現場でのコンサルに入ったと

きには，最終的に両当事者の合意

がとれる水準を見定めつつ，まず

は，客観性，合理性を伴ったアド

バイザーとしての意見を依頼者で

ある一方の当事者側に説明するわ

けです。そうすると，依頼者側が

これまで相手側に主張していた水

準自体が間違っていて，本来主張

すべきはその水準とは違っていた

ために全く解決に至っていないと

いうようなケースが多くありまし

て，その場合には，適正な水準を

依頼者側に納得してもらいつつ，

相手側に説明していきます。する

と，将来も持続できる円満な信頼

関係が築けて良い結果に結びつく

こともあります。

また，これは再開発の権利調整

の話ですが，再開発事業の審査委

員としては，公正中立な立場とし

て再開発事業全体の権利変換につ

いて適正かどうかを判断するとい

うジャッジメントの立場もありま

すが，それとはまた違う立場とし

て，地権者側のアドバイザーとし

て地権者の権利保全をするという

立場に立つこともあります。これ

は先ほどお話しした「一方的な」

主張をするとか，あるいはごね得

の世界とかとは全く違う話で，不

動産のプロとしての合理的なアド

バイス，主張をすることによって

依頼者側にも納得して頂き，相手

側や他の権利者にも納得して頂く

わけです。

勿論，適正かどうかというだけ

の世界ではないですから，事業に

関わる背景や経緯などを踏まえた

実践理論，実践交渉がアドバイ

ザーには要求されます。解決の道

を切り開くコンサルティング業務

として，アドバイザーだったり，

補佐人だったりという立場で現場

に関わっているわけですけれども，

これが代理人という立場でも，同

じ意味を持つわけですし，さらに

代理人という位置づけによって，

より円滑に交渉が進む可能性もあ

るので，適正かつ迅速な紛争解決

を目指すADRにおいても，代理

行為を不動産鑑定士が行っていく

ということについての意義という

のは大きいのではないかと思いま

す。

○小谷 不動産鑑定評価制度自体

が公的評価から出発したという点

では，出発はジャッジメント的な

機能が非常に優先していたわけで

すが，最近の時代の要請により，

今の吉村さんのお話のように，専

門性の高い非常に適切なアドバイ

ザーであって，それが潤滑油とな

って信頼関係をつくり上げていく。

こういう鑑定評価以外のコンサル

というか，アドバイザーというよ

うな役割を担わなければならない

というのが時代的な要請なのかも

しれませんね。ですから，そうい

うものに向けて，我々の倫理であ

るとか，不動産鑑定士の位置づけ

をどうするかというのを今後議論

していかなければならないでしょ

うね。

補佐人としての役割

それからもう一つ，代理人とは

別に，今，補佐人という話が出ま

した。補佐人としての役割という

のもこれから考えていかなければ

ならないと思います。代理人の場

合ですと，本人に代わって権利関

係を本人に帰属させるという関係

があるわけですが，補佐人という

のは，専門的な知見を持って本人

を補佐していくという意味ですか

ら，基本的には違うのです。効果

は違いますが，やっている内容は

同じなのかという感じはします。

ADR代理から訴訟行為の補佐人

などという制度も考えられますの

で，補佐人としての立場，代理人

としての立場，これからはこうい

ったことも議論していかなければ

ならないと思います。

ADR代理権の範囲

それから，代理権の範囲，これ

は非常に重要だと思うのです。仮

に代理権があるとして，不動産鑑

定士の場合には，価格紛争解決の

目的の範囲に限られるべきであっ

て，それ以外の分野の明確化を図

る必要性があると思います。

例えば地代家賃などの金銭債権

の強制執行であるとか，建物明け

渡し交渉などの法律行為との業際

の境界，これをはっきりして，不

動産鑑定士自体が訴追を受けない

ようにしなくてはいけないと思い

ます。ですから，代理権を議論す

るのであれば，代理権とほかの法

律的な分野との業際の境界を明確

にしておくということが非常に重
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要になってきます。

○後藤 代理権の範囲・内容を整

理し，我々がADRを行っていく

上で必要な代理権は何なのかとい

うことを検討する必要があります。

代理権の範囲・内容を整理する視

点としては，二つあると思います。

一つは業務範囲から見た視点で，

不動産に関するどのような紛争を

代理するのか。また，もう一つは

紛争処理過程からみた視点で，紛

争処理過程のどの段階での代理権

を必要とするのか。あえて分類す

ると，相対折衝による和解の際の

代理，ADRの手続の際の代理，

訴訟の際の代理などで，その中で

我々不動産鑑定士にとってADR

を円滑に運用するために必要な代

理権は何なのかということを十分

に考え，必要なものを主張してい

くという姿勢が大切だと思います。

○小谷 そこは非常に重要なとこ

ろだと思いますね。代理権といっ

ても，ADRに持ち込む前の事前

の交渉から，ADRの代理権から，

それからまた調停センターで不調

になったときの訴訟代理，大きく

３段階に分かれると思います。訴

訟代理についてはいろいろ議論の

あるところですが，訴訟手続につ

いて慣れていなければならないし，

民事訴訟法についての知識がなけ

ればならないというようなことが

あり，非常に難しい問題があるの

かなと感じます。その辺は非常に

議論のあるところだと思います。

○大家 そのために業際分野が明

確であるべきだということは当然

だと思います。やはり交渉過程の

その範囲を明確にできるような文

書化，こういうものについて，も

う少し議論を詰めていく必要があ

ろうと思っております。

依頼者とのトラブルの防止

○小谷 それから代理権に関して

は依頼者とのトラブルの防止とい

うのが非常に重要になってくると

思います。つまり，勝手に合意を

してしまったということで依頼者

から訴訟を起こされるという可能

性も多分にあると思います。です

から，そこについては，依頼者と

の交渉の過程，打ち合わせの過程

を明らかにしていくということも

非常に重要なことではないかと。

例えば書面で一つ一つ合意してい

くというようなことも考えられ，

不動産鑑定士が代理人としての責

任を依頼者から訴追されるという

ようなことのないような措置が重

要になってきます。

不動産鑑定士調停センターの概
要

「不動産鑑定士調停センター」

がいよいよ立ち上がりましたが，

その概要についてお話しいただけ

ませんか。

○大家 鑑定協会の司法制度改革

特別委員会ADR委員会で，調停

センター規則から調停センター創

設に関する要綱などのほか，調停

人選定基準及び報酬規程，調停セ

ンター各種書式にかかる関連する

ものを整備いたしました。これに

ついては詳細を詰めて実際の運営

に当たっていきたいと考えており

ます。

○小谷 それから調停センターの

概要については，調停人の選任基

準であるとか，項目だけでもお話

しいただけませんか。

○大家 大きなものだけ申し上げ

ます。調停センター規則というも

のがあり，運営にかかる内容を規

定しています。

さらに調停人選任基準というも

のがあります。修正するところも

あろうかと思われますが，各規程

とも一応鑑定協会理事会で決議さ

れたところですので，校正を要す

るところは今後ご議論いただいて

やっていきたいと思っております。

選任というのはいやなことで，大

変悩ましいのですが，避けては通

れないものですので，深いご理解

を賜りたいと思います。

ところで，運営等が適正に執行

されていくために必要な事項のう

ち，重要なことがあります。それ

は，忌避，回避ということですが，

これも紛争解決の公正性というも

のを妨げることがあってはならな

い。そのために調停人を忌避する

ことができるという規定をつくっ

ております。併せて回避，辞任等

についても，やはり必要な規定は

22 Appraisal & Finance２００５．１



つくっておりますので，また後日

詳細な運用等についてご説明申し

上げたいと思います。

これらの紛争解決手続について

は，当然ながら，公正な実施の担

保ということが求められますので，

この規定も設けなければならない

ところです。

○小谷 それからあと，適正，迅

速な運用ということが言われてい

ますね。

○大家 原則として３名以上で構

成される合議体をもって，１０日あ

るいは２週間間隔を目安として，

短期日に集中して開催期日を設け，

できれば３ヵ月ほどの早期解決が

可能となるのが理想的でしょうか

ら，それを目標にやっていけるこ

とを期待しております。

不動産鑑定士調停センターの設
置

○小谷 次に，設置についてです

が。（社）日本不動産鑑定協会に設

置して，運営は各士協会に委ねる

というような方向にはなっており

ますが，東京会の運用の方向性な

どについてお話しいただけないで

しょうか。

○後藤 本会の動向を見極めなが

ら執行部のほうで議論を始めたと

ころです。方向としては，相談会

の実績を踏まえて，この相談会と

の連携を図りつつ，発展的に

ADRに取り組んでいくことを考

えています。先ほど説明したよう

に，不動産の価格に関する紛争を

抱えている人たちが非常に多くい

ることを実感しています。このよ

うな方々に我々の鑑定士協会が立

ち上げるADRを積極的に使って

いただくような工夫をしながら進

めていきたいというふうに考えて

います。

このADRは，当面は一種の社

会貢献という意義が強いと思って

います。現に相談会は我々のボラ

ンティアで行われており，当面は

その域を出ないだろうと考えてい

ます。ただ，このADRを着実に

育てることによって不動産鑑定士

の新しい業務形態・社会的役割が

形づくられれば，それは我々の将

来にとって明るいことだというふ

うに思います。そういう意識で積

極的に取り組んでいくという方向

で考えています。

○小谷 まず東京会のほうで運用

してみて，それからまた大阪，名

古屋，全国へ広げようという構想

ではあるわけですね。

○後藤 現実に，このADRを利

用するような不動産に関する紛争

は地域的に偏りがあり，東京が一

番多いと思います。相談会の状況

からも確かなニーズを感じていま

すが，日本社会の新たな試みの一

環でもあり，焦らずに地道に成果

を積み上げていきたいと考えてい

ます。全国の士協会の参考になれ

ば幸いです。

○吉村 今回，日本不動産鑑定協

会に不動産鑑定士調停センターを

開設しました。ADRは新しい試

みであるので，まずは日本不動産

鑑定協会にセンターを設立して，

業務を実施しつつ実績を積んでい

き，試行改良を加えながら形にし

ていく必要があると思うんです。

ADRというのは国民のニーズか

らすれば，地域に根ざした全国的

な展開であるべきものですから，

東京都不動産鑑定士協会なり，そ

の他の地域会なりに発展させてい

くという形が望まれると思います。

○小谷 とりあえずは東京でス

タートして，順次，全国へ広げて

いきたいという考えを持っており

ます。

○大家 この度の調停センターは，

鑑定協会に設置されたもので，正

式名称は「東京不動産鑑定士調停

センター」です。頭に地域を示す

意味で，冠称，東京云々としてい

るわけです。平成１６年度の鑑定協

会が掲げた事業計画には東京及び

大阪が謳われていましたので，い

ずれは大阪へということも必至で

しょう。大阪では近畿地域連絡協

議会において，準備会を創設する

ことを目指している段階であるこ

とをご報告申し上げます。各士会

単位で機能するという紛争解決処

理の機関の構築を図るよりは，ハ

ブとなる処理機関を地域会で運営

しつつ，各士会とのネット網を構

築して，社会のニーズに応えられ

る運営を図る。つまり，地方の特

徴として，不動産の価格紛争で悩

鑑定セミナー・裁判外紛争解決手続と不動産鑑定士の役割
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んでいる人は，一都市に止まらず，

他の市，他の府県で住んでいるこ

とも多いわけであり，受け付け窓

口はより広い方がより精通する専

門家が対応できるといえます。こ

れが今後の課題だと考えており，

また併せて隣接法律専門職種との

交流も不可欠だと思っております。

これに先立って裁判外紛争解決手

続に係る会員への一層の理解が得

られるために，十分な地ならしと

質の向上ということが不可欠だと

思っております。

弁護士との協働体制

○小谷 次に，法案では弁護士と

の協働体制の構築ということが言

われているわけですが，法的専門

知識，それから和解条項の作成な

どについては，弁護士の助言を受

けることができるための措置をし

ていかなければならないと考えて

おります。

守秘義務と倫理

それから守秘義務とか，倫理と

いうことが非常に強調されている

わけです。現在，不動産鑑定協会

の中にでも倫理規定というのがあ

りますが，ADR自体の規定を作

成するということも考えられるの

ではないかと思います。

報酬，手続費用等の規定

次に，報酬とか手続費用の規定，

調停人の日当などについては原案

ができているわけではないのです

が，これからコンセンサスを得て

発表していくような状況になるの

かなと思っております。

調停センター運用の成否の鍵

最後になりますが，不動産鑑定

士調停センター運用の成否の行方

ですね。これについて，裁判所の

調停制度というのは長年の適正な

運用によって信任を得られてきた

実績があるわけです。不動産鑑定

士調停センターの地道な努力の積

み重ねによって信任を得ることが

成否の鍵を握ると思いますので，

その適正，迅速な運用というのが

非常に重要になってきます。です

から，そういったものの積み重ね

によって調停センターの信頼を得

られるという形になるのではない

かと思います。

それから，積極的な議論を経て，

適正な結論へと導くことの努力で

すね。今まではどちらかというと，

不動産鑑定士はジャッジメントと

しての評価額を指示することにと

どまっていたということが多かっ

たと思います。ジャッジをして，

そのまま評価書として出すという

ことで，結論に至るまでの過程の

議論が行われることは比較的少な

かったのではないかと思います。

今度の調停センターにおいては３

人の合議制になるわけですから，

合議体において十分に論議するこ

とが非常に重要なことになると考

えられます。鑑定評価制度への信

任を高める不動産鑑定士調停セン

ターとなることを期待するという

ことになると思います。今後の成

否の行方に関して，お話しいただ

けませんか。

○後藤 さらに，私は二つのこと

を挙げさせていただきます。

まず一つは，このADRにかか

わっていく際に，従来の鑑定評価

とは異なる，新しい業務形態であ

るという認識で取り組んでいかな

ければならない。それは先ほど言

われたジャッジメントとしての鑑

定評価書を書くという業務とは別

の業務だという認識が必要だと思

います。そういう意味では，自ら

の職業の自己変革を必要としてい

ると思います。我々が営々とやっ

てきた鑑定評価書を作成するとい

う業務から，そこで培った経験と

専門的知見を生かして，さらに紛

争を解決するためのノウハウを身

につけることで新たな業務形態を

立ち上げていく，そういう自覚を

持って取り組んでいくということ

が大事と思っています。

もう一つは，このADRという

のは，紛争当事者の自主的な解決

を支援・促進していくということ

ですので，不動産紛争を抱えてい

る人たちが気軽に我々のADRに

相談に来て欲しい。そのためには，

不動産紛争を抱えた紛争当事者と

接触のある，多くの会員が参加で

きる仕組み・仕掛けを作ることが

大切です。

一つの考え方としては，相談会

との連携を上手に図っていくこと

が挙げられます。その相談会の中

から当事者間で紛争を解決してい

こうという意欲のある相談者に，

不動産鑑定士調停センターを紹介

して活用してもらうというような

取り組みが考えられます。

無料相談から有料相談会を経て
調停センターへの道

○小谷 今，ADRの参画の垣根

を低くして，会員の多くが参加で

きるようなというお話がありまし

たが，当初は，無料相談会があっ

て，それから有料相談会になって，

今度調停センターが立ち上げられ

て，より積極的な解決に結びつけ

るという非常に自然な流れになっ

ているのではないでしょうか。今，

ここで有料相談会まで来たが，も

24 Appraisal & Finance２００５．１



う一つ上って調停センターでやる

と。そこで調停センターでは調停

人になったり，場合によったら補

佐人になったり，代理権がとれれ

ば代理人になったりということで，

会員の多くの方に参加していただ

いて国民の紛争の解決に尽力して

いただくということは，まさにこ

の法案の目指すところではないか

と思います。

調停センターの運用方法――紛争の一
部分に価格紛争を含む場合の制度設計

それから最後に，この調停セン

ターの運営方法ですが，特に遺産

分割の財産評定とか財産分与，正

当事由を補完する金銭的給付とい

うのは，価格紛争は紛争の一部な

のです。ですから，この点につい

てどう対応していくかということ

については，いろいろな方法が考

えられると思います。

紛争解決の分業制度

一つには，価格紛争解決手段と

しては鑑定によることができる。

他の選択として裁判外紛争解決手

続も考えられるわけです。裁判所

に継続する係争事件の価格紛争部

分についてのみ調停センターに委

ね，調停センターにおいては価格

紛争に限定して合意を図ると，こ

ういう「分業制度」，これは重要

ではないかと思います。このよう

な鑑定に持ち込むのか，それとも

紛争センターに持ち込むのかとい

うような選択肢の拡大は，本法案

の解決を図るのにふさわしい手続

を選択することを容易にする立法

理由にかなったものではないかと

いうふうに考えられるわけですね。

このような選択肢の拡大は，特

に最近課題となっている不良債権

評価に関する特定調停，それから

更生担保権の紛争，建替マンショ

ン売渡請求価額などの部分を調停

センターに委ねることができると

いうことで，非常に制度としては

優れた制度ではないかと思います。

今後とも，こういった分業化を進

めていくべきではないかと考えま

す。

○大家 運用の成否というところ

について，一つ加えようかと悩ん

でいるところがあるのは収支なの

です。運用の成否の行方を考える

うえで，重要なキーになるのは間

違いないでしょうね。

○小谷 お金の話でしょう。そこ

はなかなか難しいが，大事なとこ

ろなのですね。

○大家 他の団体を見ると，やは

り厳しいようです。厳しいのだが，

それをどう乗り越えてきておられ

るのかと考えると，やってみなけ

れば分からないという意見がほと

んどです。

○吉村 確かに，収支については，

センター運営の成否の一つの要素

ではありますね。当然，社会貢献

ではあっても，それを継続的に発

展させていくためには不可欠な要

素ですから，今後の検討課題とし

て入れるべきかなと思います。

○小谷 他の業界ではかなり厳し

いわけでしょう。

○大家 厳しいようですね。

○後藤 成否を決めるのは，これ

が全部そうなんですよね。１から

４の中に，それに私は二つ追加さ

せていただいたということですよね。

○小谷 財産的な基盤をどうやっ

て運営していくかというのは重要

なことですから，避けては通れま

せん。

○大家 運営基盤の整備について

は，今後も提言し検討していきた

いと思います。

他の専門職種との連携

○吉村 それから，社会のニーズ

をしっかり捉えないと続かない話

ですから，不動産鑑定士調停セン

ターを設立して，これを発展させ

ていく中で，紛争解決の実効性を

高めるために，他の専門職種と効

果的に連携した方がよいケースも

出てくるはずなんですね。このよ

うな場合には，他の専門職種の専

門的知見を活用しつつ，不動産鑑

定士調停センターに厚みを持たせ

て，センターの信頼性をより高め

ていった方がいいと思います。東

京の１０士業の合同相談会も元々は

広報，PRの目的から始まったの

ですが，最近では相談業務に位置

づけが変わってきております。当

然，士業どうしの競合はあるので

すが，社会のニーズにより，士業

どうしが連携する必要性が生まれ

ているわけです。この部分は今後

の課題ということで，まずは不動

産鑑定士がセンターを立ち上げて，

軌道にのせることが重要だと思い

ます。

○小谷 隣接職種との協働体制を

とることによって，このセンター

の厚みを増していくということに

かかわってくると思います。将来

的な課題として非常に重要なとこ

ろではないかと思います。

社会のニーズにかなった調停セ

ンターを立ち上げて，鑑定評価制

度への信頼を高めるということに

繋がることを期待してこのセミ

ナーを終わりたいと思います。

（１１月９日，東京・霞が関の霞山会館で収録）
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セセミミナナーーをを終終ええてて

一．裁判外紛争解決への理解

これまで，民事上の紛争，例えば金銭債権，交通事故，境界争い，特許，医療事故，賃料紛争，借地非訟など，

ほとんどの紛争は裁判所で集中処理されてきている。

これら民事上の紛争には，境界，特許，医療，不動産の価格紛争など高度な専門知識を要求される分野の紛争

が少なからず存在する。裁判官は法律知識に基づいた判断能力，紛争解決能力に勝れているが総ての専門分野に

おいてまでオールマイティーではない。

境界紛争に専門知識を活用できる土地家屋調査士，無体財産権に専門知識を有する弁理士，不動産の価格紛争

に専門知識を有する不動産鑑定士など，法律隣接専門職種がその専門分野において紛争解決に寄与していくこと

は国民の福利の増進に繋る。裁判外紛争解決手続の開設は，一つには国民の紛争解決手段の選択肢の拡大，二つ

には専門的知見を活用した，よりきめ細かいサービスの提供による事案に即した適切な解決，三つ目にはより

ハードルの下げられた使いやすい紛争解決手続の設置，四つ目には専門性の高い分野の紛争解決の分業化による

効率的解決などの効用が考えられる。

国民にとって使いやすい紛争解決手続を推進することによって，より理想的な私的自治（契約自由の原則）の

実現に近づくことが出来るものと考えられる。

二．手続実施者の信頼性の確立

日本の司法制度が司法権の独立と法の支配の実現を長年積み重ねた結果として，高い信頼性が確立された歴史

を振り返り，これから開設される裁判外紛争解決手続実施者への信頼性をどのように確立するかが最重要課題で

ある。不動産鑑定士調停センターが国民の信頼を得て，安心して紛争解決を申し立てられるような制度に育てて

いくためには，適正，迅速な処理は固より，的確な事実認定，論理構成を経て適正な結論を導き出すことのでき

る公明正大な調停人を確保，育成していくことが肝要である。

調停人をはじめ調停センターの機能を担う不動産鑑定士には研修，演習，実務経験など紛争解決に必要とされ

る事項について自己研鑚を積んでいくことが求められている。

将来的には，調停人としての職務を遂行するための専門の研修制度を設けることも考えられる。

これまでは，不動産鑑定士は不動産鑑定評価書によって依頼者に適正価格の報告をすることが主たる職務であ

った。

しかし，不動産鑑定士の社会的貢献として相談会を実施しており，無料相談会から，より具体的な事案の価格

に踏み込んだ有料相談へと発展し，更により積極的に紛争解決に介入する調停制度へと移行しつつある昨今の一

連の流れは，調停センター設立の道程として自然な流れと考えられる。

時の流れ，時代的要請とともに不動産鑑定士の役割は幅広い内容に変化しつつあると言える。

このような時代的背景を踏まえ，不動産鑑定士の知見をどのように活用し，社会に還元するかが今問われてい

る。
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三．不動産鑑定士が補佐人，代理人となり得るにふさわしい見識の養成

不動産鑑定士のADR代理権は制度の運用などをみて，代理権を付与するか否かは今後検討するものとされて

いる。

補佐人，代理人は法律知識は固より，それぞれの立場の見識が求められる。不動産鑑定士の日常業務には補佐

人，代理人としての業務は含まれていないので，不動産鑑定士の一般的理解として必ずしもこれらの見識を有す

るものとはいえない。従って調停センターの運用を重ね研修，実務経験などを経て補佐人，代理人となるのにふ

さわしい不動産鑑定士の養成が期待されている。

四．仲裁判断

セミナーでは論議されなかったが，調停が不調に終わった場合で仲裁合意（仲裁法第１３～１５条）がなされた場

合に，仲裁判断を行うことができる制度へと発展することが望ましい。

仲裁人（仲裁法第１６条～２２条）の資格に制約はないが，信頼性の高い調停人となるべき見識のある不動産鑑定

士を仲裁人に選任することは仲裁制度として適切な運用と考えられる。

調停にとどまらず，仲裁判断を委ねられるにふさわしい信頼性の高い調停センターへと育成できるか否かが

ADR成否の鍵である。社会の信認を得るには地道な長い道程を要するが，それを実行していくことによって不

動産鑑定士への社会の理解はより深まるものと信ずる。

五．紆余曲折を経て熟成させる制度

裁判外紛争解決手続は新しい制度であり，社会に定着，熟成するには今後紆余曲折が予想される。より良い制

度とするため，皆で英知を出し合って育成されることを願い，読者諸兄の御理解を得ることを期待する。

（小谷 芳正）
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